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2012 年 11 月 12 日 

新食品表示制度についての意見 

NPO 法人食品安全グローバルネットワーク 中村幹雄 

 

１．食品表示制度の一元化にあたって、食品衛生法、JAS 法、健康増進法の 3 法

に止まらず、食品表示に関連する景品表示法や酒税法なども取り込み整理すること

が消費者のみならず事業者からも期待されていました。しかし、当初から予想され

ていたこととは云え、「新食品表示制度のポイント（イメージ）」で示された新食品

表示制度は、3 法の一元化に止まっており、極めて残念です。 

 

２．食品表示の一元化の検討にあたって、食品表示課から「〇より多くの消費者の

合理的な商品選択に資すること。〇食品の安全性に関する情報等が容易に認識でき

ること。〇国民の適切な栄養摂取その他の国民の健康増進を図ること。等」が新た

な食品表示制度の目的として示されました。検討会で、「食品の安全性確保がなさ

れた上で、消費者の適切な商品選択に資する」という観点で主張して参りましたの

で、「新食品表示制度のポイント（イメージ）」で、今般の法改正が、「食品表示

に関係する３法を一元化し、食品の安全性確保及び消費者の適切な商品選択の機会

の確保という、より一般的・包括的な目的をもつ食品表示法（仮称）を新たに定め

ることによって、現行の制度的な課題を解決し、食品表示制度の充実・強化を実現。」

であるとされたことに対して、一定の評価をしています。 

 

３．食品衛生法題１9 条に関連する事項について、概要を早急にお示しいただきた

いと思います。例えば、食品添加物や食品添加物製剤も新法の対象になることは明

確に理解できますが、容器包装やおもちゃも新法に移行するのか、食品衛生法第

19 条を残すのかをお示し下さい。 
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４．食品衛生法第 28 条の調査権限（臨検・収去）を JAS 法や健康増進法に基づく

調査にも適用するのかどうかをお示し下さい。 

 

５．JAS 法にある申出制度を食品衛生法や健康増進法にも適用するかどうかをお

示し下さい。 

 

６．食品衛生監視員による監視指導を食品表示に対しても、従来通り実施するかど

うか、都道府県の監視指導計画への関与についてもお示し下さい。併せて、いわゆ

る食品 G メンとの役割分担についてもお示し下さい。 

さらに、輸入食品の表示についての監視を輸入時に検疫所で実施できるような予

算措置（人員増を含む）を求めます。特に、食品中のアレルゲンの検疫時の検査は

急務と考えます。 

また、執行に当たっては、国民生活センターの抜本的な拡充は無論のこと、厚生

労働省の国立医薬品食品衛生研究所、農林水産省の農林水産消費安全技術センター

（FAMIC）等の専門的な技術支援は不可欠です。新制度発足後もこうした組織の

支援体制を明確にしていただきたいと思います。 

私たちは、単純な「執行体制の一元化」には反対します。 

 

７．健康増進法に基づく栄養表示の義務化に当たって、義務化される栄養成分の表

示法の規程を早急にお示し下さい。 

 

８．以下の事項について、新年度から検討会等を立ち上げられるように予算措置を

御願いします。また、こうした検討会等に多くの消費者が参加できるように配慮し

て下さい。 

・原料・原産地表示の対象を拡大することを求めます。 

・一括名や簡略名等の食品添加物の表示制度を見直すことを求めます。 
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・遺伝子組換え食品・食品添加物の表示制度を見直すことを求めます。 

・アレルゲン表示の対象となる特定原材料の拡充を求めます。 

・固有記号による製造者の表示制度の廃止を求めます。併せて、輸入食品の製造者

の氏名と住所を表示させることを求めます。固有記号の廃止の前に、届出制を登

録制に改正することを求めます。 

・保存温度を変更した食品については、製造日の併記を求めます。こうした食品の

期限表示（消費期限、賞味期限）の設定根拠の指針（ガイドライン）の策定を求

めます。 

・照射された旨（マーク）の表示の徹底を求めます。 

・放射性物質については、規制値以下であっても、乳幼児が摂取する食品に対しい

ては表示するような指導を望みます。 

 

９．消費者に直接提供されない食品添加物製剤および中間原料の表示についても、

並行して検討することを求めます。 

 

10・公正競争規約を有していない食品関連業種についても、公正な競争が制定され

るように、行政指導していただくことを求めます。 

 

最後に、景品表示を取り込まなかった新食品表示法が景品表示法を阻害すること

に繋がらないことを望みます。本年 9 月 28 日に消費者庁から公表された「有限会

社藤原アイスクリーム工場に対する景品表示法に基づく措置命令について」の「対

象商品について行なっていた濾過、低温乾燥加工、混合及び充填は、対象商品の内

容について実質的な変更をもたらす行為とは認められない。」との判断を評価しま

す。消費者の誤認惹起に繋がる食品事業者の行為が早期に一掃されることを期待し

ます。 

以上です。 


